
ハローワークにおける就労支援

○ 外国人雇用サービスセンター（外国人向けハローワーク：東京、愛知、大阪、福岡）を、留学生を含む高度外国人
材の就職支援拠点と位置付け、ハローワークの全国ネットワークを活用し、留学早期の意識啓発からマッチング・
定着に至るまで、各段階で多様な支援メニューを提供。
○ また、一部の新卒応援ハローワーク及びハローワークに留学生コーナーを設置し、外国人雇用サービスセンターと
連携し、きめ細やかな就職支援を実施。
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１．全国的ネットワークによるマッチングの促進

外国人雇用サービスセンターは、求人・求職を集約した上で、全国のハロー
ワークや新卒応援ハローワークとの連携により、卒業に至るまで複数年にわ
たり、全国的かつきめ細かな就職支援を実施。

大学の就職支援担当者等を訪問し、未内定留学生の把握や外国人雇用サービ
スセンターの利用勧奨を行う。また、国内就職希望の留学生に対し、在籍の
早い段階から就職ガイダンスを実施するなど、留学生の意識・動機付けに向
けて連携。

企業と留学生の相互理解の促進を通じ、国内就職市場拡大を図るため、留学生
向けインターンシップを実施。また、大学の就職支援担当者等との情報交換を
実施。（インターンシップは夏季と春季に実施）
また、留学生の国内就職促進に向け、大学とハローワークが連携協定を締結
（※）し、留学早期からその後の就職・定着に至るまで一貫してサポートする
取り組みとして、「外国人留学生の国内就職支援研修モデルカリキュラム」を
活用したセミナー等を実施。
(※)全国４外センと上智大、名城大、立命館大、福岡大、西南学院大の５校

・留学生を採用する企業の開拓に加えて、外国人雇用管理アドバイザーによる
採用時（在留資格変更手続きを含む）や人事労務管理上の留意点に関する相談
など、外国人留学生を採用する企業等に対する各種相談業務を実施。
・東京外国人雇用サービスセンターとジェトロで連携し、事業主向けセミナー
等のイベントを実施。
・ジェトロ主催の留学生向け合同企業説明会に初めて参加する企業向けに講演
を実施。

２．意識啓発・カウンセリング等

３．インターンシップ・大学との連携

４．留学生を採用する企業等に対する支援
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３ 実施主体等２ 事業の概要・スキーム

１ 事業の目的

外国人就労・定着支援事業

対象者：身分に基づく在留資格の外国人等対象者

受講者の能力に応じて複数のレベルを設定
ビジネスマナーや我が国の雇用慣行等に関する講義、職場
体験の実施（全レベル共通）
１コースあたりの総研修時間は100時間に設定（概ね２ヶ
月）
実施地域の実情や受講者ニーズを踏まえ、夜間や土日に開
講するコースも設定

研修内容

外国人を初めて雇用した事業主等と外国人労働者との円滑
なコミュニケーションを図るためのコツをまとめた「外国
人従業員とのコミュニケーションのコツ」を作成し、公共
職業安定所における求人開拓や就職後の職場定着支援に活
用
地域の外国人支援団体等と連携し、修了者に対する定着支
援を実施

修了者に
対する
就労・定
着支援

定住外国人が集住する地域を中心に、
全国115地域 280コース、受講者5,600名規模で実施
[参考] 令和５年度実績

実施地域数 … 114地域
実施コース数 … 285コース
受講者数 … 3,865名

実施規模

日系人等の定住外国人は、日本の職場におけるコミュニケーション能力の不足や我が国の雇用慣行に不案内であること等から、不安定な雇用形態で働く者も

多く、安定的な職業に就くための支援を行うことが必要。

身分に基づく在留資格の外国人等を対象に、日本の職場におけるコミュニケーション能力の向上や、ビジネスマナー、雇用慣行、労働関係法令及び社会保障

制度等に関する知識の習得を目的とする研修及び修了者に対する就労・定着支援を実施することにより、国内企業における安定的な就職と職場定着の促進を

図る。

●事業の概要
国から委託を受けた民間団体が、研修カリキュラムの策定や研修の

実施、修了者に対する就労・定着支援等を行う。
○ 身分に基づく在留資格の外国人等を対象とする。
○ 研修は受講者の能力に応じて複数のレベルを設定し、全レベルにお
いて、日本の職場におけるコミュニケーション能力の向上のみならず、
ビジネスマナー、日本の雇用慣行、労働関係法令及び社会保険制度に
関する知識の習得を目的とする研修、職場見学を併せて実施。
○ 実施地域の実情や受講者のニーズを踏まえ、夜間や土日に開講する
コースを設定。
○ 研修の実施と併せて、公共職業安定所や地域のNPO団体等と連携し、
修了者に対する就労・定着支援を行う。

●事業スキーム

委託



育成就労制度の概要
令和６年６月２１日、「出入国管理及び難民認定法及び外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の一部を改正する

法律」が公布されました。

それにより、技能移転による国際貢献を目的とする技能実習制度を抜本的に見直し、我が国の人手不足分野における人材の育成・確保を目的

とする育成就労制度が創設されます（育成就労制度は令和６年６月２１日から起算して３年以内の政令で定める日に施行されます。）。

｢育成就労産業分野（育成就労制度の受入れ分野）」（※）において、我が国での３年間の就労を通じて特定技能１号

水準の技能を有する人材を育成するとともに、当該分野における人材を確保すること。

（※）特定産業分野（特定技能制度の受入れ分野）のうち就労を通じて技能を修得させることが相当なもの

育成就労制度の

目的

育成就労制度の基本方針及び育成就労産業分野ごとの分野別運用方針を策定する（策定に当たっては、有識者や労使団体

の会議体から意見を聴取）。

分野別運用方針において、生産性向上及び国内人材確保を行ってもなお不足する人数に基づき分野ごとの受入れ見込数を

設定し、これを受入れの上限数として運用する。

基本方針・

分野別運用方針

（育成就労外国人と育成就労実施者の間の雇用関係の成立のあっせんや）育成就労が適正に実施されているかどうか監理

を行うなどの役割を担う監理支援機関を許可制とする（許可基準は厳格化。技能実習制度の監理団体も監理支援機関の許

可を受けなければ監理支援事業を行うことはできない。）。

監理支援機関の
許可制度

育成就労外国人ごとに作成する「育成就労計画」を認定制とする（育成就労計画には育成就労の期間（３年以内）、育成

就労の目標（業務、技能、日本語能力等）、内容等が記載され、外国人育成就労機構による認定を受ける）。

育成就労計画の
認定制度

・送出国と二国間取決め（ＭＯＣ）の作成や送出機関に支払う手数料が不当に高額にならない仕組みの導入など、送出し

の適正性を確保する。

・育成就労外国人の本人意向による転籍を一定要件の下で認めることなどにより、労働者としての権利保護を適切に図る。

・地域協議会を組織することなどにより、地域の受入環境整備を促進する。

適正な送出しや
受入環境整備の

取組



育成就労制度及び特定技能制度のイメージ

（注１）特定技能１号の試験不合格となった者には再受験のための最長１年の在留継続を認める。

（注２）育成就労制度の受入れ対象分野は特定技能制度と原則一致させるが、特定技能の受入れ対象分野でありつつも、国内での
育成になじまない分野については、育成就労の対象外。

高技能レベル

（就労開始までに）
○ 日本語能力A１
相当以上の試験
（日本語能力試験
（ＪＬＰＴ）のＮ
５等）合格

or
○ それに相当する
日本語講習の受講

受入れの範囲：育成就労産業分野
（注２）

○ 技能検定基礎級等
＋

○ 日本語試験（A１相当以上の水
準から特定技能１号移行時に必要
となる日本語能力の水準までの範
囲内で各分野ごとに設定）

⇒これらの試験への合格が
本人意向の転籍の条件

○ 技能検定試験３級や特定技能１号評価試験
＋

○ 日本語能力Ａ２相当以上の試験(ＪＬＰＴ
のＮ４等)

※ 育成就労を経ずに外国で試験を受験して
特定技能１号で入国することも可。

○ 特定技能２号評価試験
＋

○ 日本語能力Ｂ１相当
以上の試験（ＪＬＰＴの
Ｎ３等）

育成就労
（３年間）

特定技能１号
（５年間）

特定技能２号
（制限なし）

（注１）


